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各比率から見る本市の財政ほか
Public Relations Newsletter MIHARA H23（2011）11.1

各
比
率
か
ら
見
る
本
市
の
財
政〔
平
成
22
年
度
決
算
〕

本
市
の
財
政
は
健
全
段
階
で
す

　
財
政
の
健
全
度
を
表
す
、
５
つ
の
比
率
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
地
方
公
共
団
体
は
、
こ
の
比
率
に
よ
り
健
全
段
階
、
早
期
健
全
化
段
階
、
財
政
再
生
段
階
の
三
つ
に
区
分

さ
れ
ま
す
。

⑤
資
金
不
足
比
率

　
本
市
で
は
、
水
道
事
業

や
下
水
道
事
業
な
ど
、
す

べ
て
の
公
営
企
業
会
計
に

お
い
て
、
資
金
不
足
は
生

じ
て
い
ま
せ
ん
。

※
資
金
不
足
比
率
と
は
、

水
道
や
下
水
道
な
ど
各
事

業
の
料
金
収
入
の
う
ち
、

不
足
分（
赤
字
）が
占
め
る

割
合
の
こ
と
で
す
。

※
詳
し
く
は
、
市
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
ま

す
。
ま
た
、情
報
公
開
コ
ー

ナ
ー（
市
役
所
本
庁
３
階
）

で
、
各
比
率
の
基
礎
と
な

る
資
料
が
閲
覧
で
き
ま

す
。

本市の状況 県内平均
国の定める基準

説　　明早期健全化
基　　　準

財政再生
基　　準

① 実質赤字
比　　率

―
※2.2％〔1.8％〕
の黒字。

― 11.97％ 20.00％
収入に対して、一般会
計等の収支不足額（赤
字額）が占める割合

② 連結実質
赤字比率

―
※7.9％〔8.6％〕
の黒字。

― 16.97％ 40.00％
収入に対して、市のす
べての会計の収支不足
額を合計した額（赤字
額）が占める割合

③ 実質公債費
比　　　率

10.7％
〔10.9％〕 13.9％ 25.0％ 35.0％

収入に対して、一般会
計等の公債費（返済金）
が占める割合

④ 将来負担
比　　率

107.0％
〔112.4％〕 114.5％ 350.0％ 規定なし

収入に対して、返済金
や退職金などの将来負
担すべき額が占める割
合

※一般会計とは、福祉や教育、消防など行政運営の基本的な経費を計上した会計のことです。
※「―」は、該当しないことを表しています。〔　〕内は、平成21年度の数値です。
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問
い
合
わ
せ
先　
財
政
課（
☎

０
８
４
８
�
６
０
２
８
）

舩木氏庭園の特別公開を行います国の登録記念物
　
今
年
２
月
、
県
内
で
初
め
て
国
の
登
録

記
念
物
に
登
録
さ
れ
た
、
舩
木
氏
庭
園
の

特
別
公
開
を
行
い
ま
す
。
江
戸
時
代
を
し

の
ば
せ
る
茶
室
や
庭
園
を
見
学
し
て
み
ま

せ
ん
か
。

と
き　
12
月
４
日（
日
）①
10
時
～
12
時

②
13
時
～
15
時

と
こ
ろ　
舩
木
氏
庭
園（
西
町
二
丁
目
）

定
員　
５
０
０
人（
申
し
込
み
先
着
順
）

参
加
費　
３
０
０
円

※
駐
車
場
は
あ
り
ま
せ
ん
。
で
き
る
だ
け

公
共
交
通
機
関
を
利
用
し
て
く
だ
さ
い
。

申
し
込
み　
18
日（
金
）（
必
着
）ま
で
に
、

は
が
き
か
フ
ァ
ク
ス
で
、住
所
、名
前
、

電
話
番
号
、
見
学
を
希
望
す
る
時
間
を

生
涯
学
習
課（
〒
723-‌

0015
円
一
町
二
丁
目

３
番
１
号
☎
０
８
４
８
�
２
１
３
７
�℻
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０
１
３
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）へ

▲江戸時代をしのばせる茶室や庭園が見学できます

③実質公債費比率 ④将来負担比率

表とグラフから分かること
　本市の財政は、健全段
階にあります。また、そ
の数値は平成21年度より
も改善しており、より健
全な状態になっています。




